
用語集をご覧ください

絶滅が危惧される希少動植物の保護に関する取組み

●大気汚染
●水質汚濁
●環境保全協定
●SOx（硫黄酸化物）

●NOx（窒素酸化物）　
●富栄養化
●赤潮
●選択取水

●温室効果ガスインベントリ
●生物多様性
●絶滅危惧種
●社有林

●水源涵養
●FSC（森林管理協議会）
●森林管理認証
●吸収固定

●土壌汚染
●PRTR（制度）
●指定化学物質
●石綿（アスベスト）

●PCB（ポリ塩化ビフェニル）

【 発電所更新工事における希少植物への配慮 】

［社有林によるＣＯ２吸収固定］

　社有林により吸収固定されるＣＯ２は、木材として利用するた

めに伐採された木々が固定しているＣＯ２量1.7万トンを差し引

いても、社有林全体で118.4万トンと算定しています。

　 宮 崎 県 の 耳 川 水 系 の中 流 域 に 位 置する塚 原 発 電 所

（63,050kW）の更新工事に伴い実施した環境アセスメント（環

境影響評価）の植物調査で、対象区域内において絶滅危惧種で

あるキエビネ、キンチャクアオイや準絶滅危惧種であるシラン

の生息を確認しました。これらの保護を目的に、工事を開始する

前に他の場所への移植や種まきを行い、３年間にわたる保全措

置を通じて、全ての危惧種が、根付いていることを確認しました。

単位：万トン－CO２《 社有林によるCO２吸収固定量 》
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（注1）森林調査に基づく実測値から日本国温室効果ガスインベントリ算定方法に基づき算定。
（注2）'01年度までのCO２吸収固定量には樹齢15年以下の若木分は含まない。
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キエビネ シラン

　地球上の生物は、判っているだけで約175万種、未知の生物も含めると3,000万種とも推測されています。そのうち毎年４万種が絶

滅しているとも言われており、絶滅の脅威にさらされた野生生物の種の保存は、地球レベルで緊急に取り組むべき重要な課題となって

います。このため、当社では九州で絶滅が危惧される身近な動植物の保護に取り組んでいます。

【 土壌汚染対策 】
　有害物質の土壌への排出、漏洩がないように努めるとともに、社有地の売却、用地の購入などにあたっては、自主的に土壌汚染調査を

実施しています。

緑地や希少生物の保全

社外ステークホルダーのご意見
次の世代にも今の環境を残していきたいので環境保全に力を入れてほしいＰ.31～32　

発電所等の環境保全

大気汚染・水質汚濁・騒音などの防止

化学物質の管理

【 大気汚染対策 】

【 水質保全対策 】
　火力・原子力発電所では、機器排水を排水処理装置で適正に処理するとともに、冷却水として使用する海水は、海域への影響を低減

するため、周辺海域の特性に応じた取放水方式を採用しています。

　水力発電所のダム貯水池では、定期的な水質調査、富栄養化対策や赤潮処理、濁水発生時の選択取水、周辺の荒廃山林の整備事業へ

の協力など、水質保全に努めています。

【 PRTR制度 】
　指定化学物質の排出量、移動量を調査、集計し、自主的に結果を公表しています。

【 PCB（ポリ塩化ビフェニル） 】
　当社が保有するＰＣＢが含まれる電気機器等は、法定期限までの無害化完了に向けて計画的な処理を進めています。一部の大型機

器については、グループ会社による洗浄処理の認定取得手続きを進め、2017年度からの洗浄開始に向け、九州電力グループ一体と

なって取り組んでいます。

【 石綿（アスベスト） 】
　当社の建物及び設備の一部に使用される石綿のうち、飛散性のある「吹き付け石綿」は全ての使用箇所で飛散防止対策を完了してい

ます。飛散性のない石綿含有製品については、修繕工事等の機会に合わせて順次、非石綿製品への取替えを進めています。

【 騒音・振動防止 】
　低騒音・低振動型設備の採用や消音器・防音壁の設置、機器の屋内への設置などの対策を行っています。また、建設工事にあたって

も、低騒音・低振動型の建設機械を選定するなどの対策を行っています。

　火力発電所における発電に伴い、硫黄酸化物（ＳＯｘ）、窒素酸

化物（ＮＯｘ）等が排出されますが、排煙脱硫装置、排煙脱硝装置

等により可能な限り除去するなど、大気汚染防止に努めています。

　2016年度の火力発電電力量あたりのSOxとNOxの排出量は、

SOxが0.19g/kWh、NOxは0.17g/kWhとなり、いずれも2015年度

実績から減少しました。これは、
せんだい

川内原子力発電所の年間を通した安

定運転（定期検査を除く）などにより、石油火力発電所の発電電力量

が減少したことによるものです。

2.発電所等の環境保全

　発電所等の設備運用にあたっては、法令はもとより、関係自治体と環境保全協定を締結し、

これを遵守しています。また、排ガスや排水等については、モニタリングの結果を関係自治体に

報告するなど、周辺環境についても厳重に管理しています。

　発電所等で取り扱う化学物質については、関係法令に基づいた適正な管理を行っています。

単位：g/kWh火力発電電力量あたりのSOx・NOx排出量
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当社の火力発電所別※のSOx・NOx排出量（2016年度実績）

九州電力
（'16）

0.170.19

　生物多様性に配慮しつつ九州の豊かな自然を守り続けていくため、社有林や発電所緑地の適切な管理や、九州で絶滅が危惧される身近な動植物を

保護するための取組みを推進しています。

【 社有林等の適正管理 】
　当社は、水力発電の安定した水源確保を目的として、阿蘇・くじゅう国立公園区域内を中心に4,447ヘクタールの社有林を適切に維持管

理し、水源
かんよう

涵養やＣＯ２の吸収など、森林の持つ公益的機能の維持・向上に努めています。2005年3月には、適正な森林管理が行われている

ことを認証するFSC（森林管理協議会）の「森林管理認証」を、国内の電力会社で初めて取得しました。

　関連・詳細情報（P2参照）　 火力発電所における環境保全対策のイメージ図
九州電力詳細は
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　関連・詳細情報（P2参照）　 PRTR調査実績(2016年度)
九州電力詳細は

　関連・詳細情報（P2参照）　 土壌調査要領
九州電力詳細は

　関連・詳細情報（P2参照）　 石綿の使用状況
九州電力詳細は
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用語集をご覧ください

絶滅が危惧される希少動植物の保護に関する取組み

●大気汚染
●水質汚濁
●環境保全協定
●SOx（硫黄酸化物）

●NOx（窒素酸化物）　
●富栄養化
●赤潮
●選択取水

●温室効果ガスインベントリ
●生物多様性
●絶滅危惧種
●社有林

●水源涵養
●FSC（森林管理協議会）
●森林管理認証
●吸収固定

●土壌汚染
●PRTR（制度）
●指定化学物質
●石綿（アスベスト）

●PCB（ポリ塩化ビフェニル）

【 発電所更新工事における希少植物への配慮 】

［社有林によるＣＯ２吸収固定］

　社有林により吸収固定されるＣＯ２は、木材として利用するた

めに伐採された木々が固定しているＣＯ２量1.7万トンを差し引

いても、社有林全体で118.4万トンと算定しています。

　 宮 崎 県 の 耳 川 水 系 の中 流 域 に 位 置する塚 原 発 電 所

（63,050kW）の更新工事に伴い実施した環境アセスメント（環

境影響評価）の植物調査で、対象区域内において絶滅危惧種で

あるキエビネ、キンチャクアオイや準絶滅危惧種であるシラン

の生息を確認しました。これらの保護を目的に、工事を開始する

前に他の場所への移植や種まきを行い、３年間にわたる保全措

置を通じて、全ての危惧種が、根付いていることを確認しました。

単位：万トン－CO２《 社有林によるCO２吸収固定量 》

71.971.9
78.078.0

木材として利用
した木々のCO２

固定量
1.7万トン

120.1

119.4119.4 118.4118.4

（注1）森林調査に基づく実測値から日本国温室効果ガスインベントリ算定方法に基づき算定。
（注2）'01年度までのCO２吸収固定量には樹齢15年以下の若木分は含まない。
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キエビネ シラン

　地球上の生物は、判っているだけで約175万種、未知の生物も含めると3,000万種とも推測されています。そのうち毎年４万種が絶

滅しているとも言われており、絶滅の脅威にさらされた野生生物の種の保存は、地球レベルで緊急に取り組むべき重要な課題となって

います。このため、当社では九州で絶滅が危惧される身近な動植物の保護に取り組んでいます。

【 土壌汚染対策 】
　有害物質の土壌への排出、漏洩がないように努めるとともに、社有地の売却、用地の購入などにあたっては、自主的に土壌汚染調査を

実施しています。

緑地や希少生物の保全

社外ステークホルダーのご意見
次の世代にも今の環境を残していきたいので環境保全に力を入れてほしいＰ.31～32　

発電所等の環境保全

大気汚染・水質汚濁・騒音などの防止

化学物質の管理

【 大気汚染対策 】

【 水質保全対策 】
　火力・原子力発電所では、機器排水を排水処理装置で適正に処理するとともに、冷却水として使用する海水は、海域への影響を低減

するため、周辺海域の特性に応じた取放水方式を採用しています。

　水力発電所のダム貯水池では、定期的な水質調査、富栄養化対策や赤潮処理、濁水発生時の選択取水、周辺の荒廃山林の整備事業へ

の協力など、水質保全に努めています。

【 PRTR制度 】
　指定化学物質の排出量、移動量を調査、集計し、自主的に結果を公表しています。

【 PCB（ポリ塩化ビフェニル） 】
　当社が保有するＰＣＢが含まれる電気機器等は、法定期限までの無害化完了に向けて計画的な処理を進めています。一部の大型機

器については、グループ会社による洗浄処理の認定取得手続きを進め、2017年度からの洗浄開始に向け、九州電力グループ一体と

なって取り組んでいます。

【 石綿（アスベスト） 】
　当社の建物及び設備の一部に使用される石綿のうち、飛散性のある「吹き付け石綿」は全ての使用箇所で飛散防止対策を完了してい

ます。飛散性のない石綿含有製品については、修繕工事等の機会に合わせて順次、非石綿製品への取替えを進めています。

【 騒音・振動防止 】
　低騒音・低振動型設備の採用や消音器・防音壁の設置、機器の屋内への設置などの対策を行っています。また、建設工事にあたって

も、低騒音・低振動型の建設機械を選定するなどの対策を行っています。

　火力発電所における発電に伴い、硫黄酸化物（ＳＯｘ）、窒素酸

化物（ＮＯｘ）等が排出されますが、排煙脱硫装置、排煙脱硝装置

等により可能な限り除去するなど、大気汚染防止に努めています。

　2016年度の火力発電電力量あたりのSOxとNOxの排出量は、

SOxが0.19g/kWh、NOxは0.17g/kWhとなり、いずれも2015年度

実績から減少しました。これは、
せんだい

川内原子力発電所の年間を通した安

定運転（定期検査を除く）などにより、石油火力発電所の発電電力量

が減少したことによるものです。

2.発電所等の環境保全

　発電所等の設備運用にあたっては、法令はもとより、関係自治体と環境保全協定を締結し、

これを遵守しています。また、排ガスや排水等については、モニタリングの結果を関係自治体に

報告するなど、周辺環境についても厳重に管理しています。

　発電所等で取り扱う化学物質については、関係法令に基づいた適正な管理を行っています。

単位：g/kWh火力発電電力量あたりのSOx・NOx排出量
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　　　　　   （発電電力量）IEA,ENERGY BALANCES OF OECD COUNTRIES 2016 EDITION
　　  ［日本］電気事業連合会調べ（10電力+電源開発（株））

※：内燃力発電所は除く
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世界各国の火力発電電力量あたりのSOx・NOx排出量

当社の火力発電所別※のSOx・NOx排出量（2016年度実績）

九州電力
（'16）

0.170.19

　生物多様性に配慮しつつ九州の豊かな自然を守り続けていくため、社有林や発電所緑地の適切な管理や、九州で絶滅が危惧される身近な動植物を

保護するための取組みを推進しています。

【 社有林等の適正管理 】
　当社は、水力発電の安定した水源確保を目的として、阿蘇・くじゅう国立公園区域内を中心に4,447ヘクタールの社有林を適切に維持管

理し、水源
かんよう

涵養やＣＯ２の吸収など、森林の持つ公益的機能の維持・向上に努めています。2005年3月には、適正な森林管理が行われている

ことを認証するFSC（森林管理協議会）の「森林管理認証」を、国内の電力会社で初めて取得しました。

　関連・詳細情報（P2参照）　 火力発電所における環境保全対策のイメージ図
九州電力詳細は
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　関連・詳細情報（P2参照）　 PRTR調査実績(2016年度)
九州電力詳細は

　関連・詳細情報（P2参照）　 土壌調査要領
九州電力詳細は

　関連・詳細情報（P2参照）　 石綿の使用状況
九州電力詳細は
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原子力発電所の廃棄物処理方法

出典： 電気事業連合会「 放射性廃棄物Q&A」
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第三者機関による保証を
受けた環境データ

　関連・詳細情報（P2参照）　 廃棄物の処理（原子力発電所）
九州電力詳細は

【 放射性廃棄物の管理・処理 】
［低レベル放射性廃棄物］

　原子力発電所から発生する廃棄物のうち、微量の放射性物質を含む

ものが「低レベル放射性廃棄物」に分類・管理されます。 

・ 気体状のものは、放射能を減衰させた後、測定を行い、安全を確

認した上で、大気に放出します。 

・ 液体状のものは、処理装置で濃縮水と蒸留水に分け、蒸留水は、放

射能を測定し、安全を確認した上で海へ放出します。 

・ 処理された濃縮廃液は、アスファルトなどで固め、固体状のものは、

焼却や圧縮により容積を減らし、ドラム缶に密閉します。これらのド

ラム缶は発電所内の固体廃棄物貯蔵庫で厳重に保管します。

　その後、日本原燃（株）の低レベル放射性廃棄物埋設センター

（青森県
ろ っ かしょ

六ヶ所村）に搬出・埋設処分され、人間の生活環境に影響

を与えなくなるまで管理されます。

［高レベル放射性廃棄物］

　使用済燃料の再処理過程で発生する高レベル放射性廃液に、

ガラス素材を混ぜてガラス固化体にしたものが「高レベル放射性廃

棄物」です。

　この廃棄物は、日本原燃（株）の高レベル放射性廃棄物貯蔵管

理センター（青森県六ヶ所村）で30～50年間冷却のため貯蔵した

後、国の認可法人である原子力発電環境整備機構により最終的

に地下300メートルより深い安定した地層に処分される方針です。

当社分のガラス固化体は、2017年3月末現在で累計187本が同

センターに受け入れられています。

　最終処分については、2017年4月に国の地層処分技術ワーキ

ンググループが地域の科学的な特性（科学的特性マップ）の提示

に向けた要件・基準を取りまとめるなど、国民理解の増進や地域の

合意形成に向けた取組みが進められています。

出典：原子力・エネルギー図面集2015（電気事業連合会）

《 原子力発電所の廃棄物処理方法 》

単位：本（200ℓドラム缶相当）
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（注）（　　）内は、2016年3月末時点。

原子力発電所の放射線管理

用語集をご覧ください

●放射線
●放射性物質
●線量（率）

●シーベルト
●環境モニタリング
●放射能

【 放射線や放射能の監視 】【 放射線業務従事者の放射線管理 】

出典：当社パンフレット
「わたしたちの環境とくらしのために
知っておきたい放射線・放射能」

　当社は、放射線業務従事者の被ばく線量を可能な範囲で極力

低減するため、水質管理等による作業場所の線量率の低減や作

業時の遮へいの設置、作業の遠隔化・自動化を行っています。放

射線業務従事者が実際に受けている被ばく線量は、2016年度

実績で平均0.3ミリシーベルトであり、法定線量限度の年間50ミ

リシーベルトを大きく下回っています。

　原子力発電では、運転に伴い様々な放射線が発生します。原子力発電所の安全確保のた

めには、放射線や放射線を出す放射性物質の管理（放射線管理）が必要です。当社では発電

所で働く人と発電所周辺の環境を守るため厳重な放射線管理を行っています。

　通常の環境モニタリングに加え、発電所周辺の放射線量を連続し

て監視・測定し、自治体及び当社ホームページでリアルタイムにデータ

を公開しています。また、当社及び佐賀県、鹿児島県では定期的に海

水、農作物、海産物などに含まれる放射能を測定しており、現在まで、

原子力発電所の運転による環境への影響は認められていません。

　なお、全国の空間線量測定結果については、原子力規制委員

会のホームページに掲載されています。【 原子力発電所周辺の環境放射線管理 】
　当社の原子力発電所の運転中にはごく微量の放射性物質が放

出されていますが、これに伴う放射線量は、法令で定める限度（年

間1ミリシーベルト）や国が定める目標値（年間0.05ミリシーベルト）

を大きく下回る年間0.001ミリシーベルト未満となっています。

日常生活で受ける放射線

　関連・詳細情報（P2参照）　 原子力発電所の放射線管理
九州電力詳細は

　関連・詳細情報（P2参照）　 リアルタイムデータ（原子力発電所）
九州電力詳細は

社外ステークホルダーのご意見
安全な暮らしのためには放射線管理は大変重要

Ｐ.33～34　
原子力発電所の放射線管理
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